
開国なくして、成長なし。

２０２５年８月２６日

NAGOMi 副会長
塩崎 恭久

元厚生労働大臣

〜経済成長と多文化共生の共創戦略を構築せよ。〜

NAGOMi鳥取県支部意見交換会
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各党の外国人政策と参議院選挙結果

「外国人規制が争点に急浮上 行き過ぎは成長に逆風、各党の主張分析」

日本経済新聞 2025年7月15日

「参議院選挙、全当選者が確定 自民39･立民22･国民17･参政14」

日本経済新聞 2025年7月21日

「参議院選挙の比例票分析、国民民主党が第2党 参政党3位で立民超え」

日本経済新聞 2025年7月22日 3
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日本の労働生産性・実質ＧＤＰ・潜在成長率ともに、G５中最低

（ 注 ） 労働生産性は、就業者一人当たりの付加価値として定義。

（ 出所 ） OECD、IMF等
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「 投資 」 も 「 労働投入 」 も情けない日本
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（ 出所 ） OECD

潜在成長率の要因分解
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日本以外は世界に開かれた労働市場

（ 出所 ） 国際連合

各国の人口動態の変化率

（ 注 ）  自然増減・・・死亡数と出生数の差
   社会増減・・・流出数と流入数の差

日本 ドイツ米国
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（ 注 ）各シナリオの詳細は以下の通り。

   ・就業者数減少トレンド継続シナリオ：各年齢・各性別の労働力率が、2024年の水準のまま横ばいで推移すると仮定。

 ・女性、高齢者就業促進シナリオ：①30～59歳の女性労働力率が、2040年までに概ね2010年時点のスウェーデン並みの水準まで上昇するこ

と、②高齢者の労働力率が、2040年までに、60～64歳について55～59歳と同じ水準まで上昇し、65歳以上についてもそれに見合って上昇するこ

と、③失業率が2027年までに1％程度改善することを仮定。

・労働生産性上昇率横ばいシナリオ：労働生産性が過去 （ 1990年以降版 ： 1990～2024年 ）、（ 過去10年版 ： 2015～2024年 ）平均並みで推移

すると仮定。

実質２％成長達成には、生産性大幅改善と働く人の大幅増加が不可欠

（ 出所 ）内閣府、総務省、国立社会保・人口問題研究所、ＯＥＣＤ等

過去３４年間実績ベース 過去１０年間実績ベース

+17 +28

8

これまでの低い生産性改善ペースでは、

女性・高齢者等の雇用で目一杯頑張っても、
人手不足幅は1,700万人〜2,800万人！！
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2,302,587人

ここ１０年余り、在留外国人数は増勢を強め、その過半が外国人労働者に

※１・・・2011年までは法務省入国管理局(当時)「(旧)登録外国人統計」(12月末現在)に、2012年以降は出入国在留管理庁「在留外国人統計」(12月末現在)に基づく。

※２・・・厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」(各年10月末現在の統計)に基づく。

 外国人雇用状況の届出制度は、2007年10月1日から開始されているため、2008年以降の推移を示している。

※３・・・総人口は、総務省「人口推計」 (各年10月1日現在の統計)に基づく。

在留外国人総数

外国人労働者数
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2019.4 特定技能制度創設

在留外国人数の
61.1％

（千人）

1.08％
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（出所）厚生労働省による外国人雇用状況届出から集計。人数は各年10月末時点の数値
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技能実習を急追する特定技能の在留者数

456,595人

（出所）法務省データから集計
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総数のうちの技能実習３号

※ 特定技能は2019年4月施行

＜技能実習生数＞ ＜特定技能１号外国人数＞

29,522人
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

総数のうちの技能実習ルート

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

832人

58.3%
165,397人

283,634人

37人

8人

＜特定技能２号外国人数＞

13※ 2025年5月末の速報値 特定技能１号／321,740人 特定技能２号／2,560人



14

＜目次＞

１. 「外国人政策」が、初めて国政選挙の争点に 2

２. 外国人政策論争の背景には、「失われた３０年」 4

３. 基本方針なき、なし崩し的外国人受け入れの歩み 9     

４. 定まらぬ政府・与党に対し、「基本法」制定の動き 14

５. 踏み込み不足の政府の「育成就労・特定技能」制度改正 25

６. 「基本法」の下、「真の開国」に向け、抜本的改革実現を 45



（前文）

我が国は、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎え、今後もその傾向は加速度的に進んでいく
と予想され、労働力人口の不足は深刻化の一途をたどることが確実である。

このような構造的な人手不足に対しては、引き続き生産性の向上や国内人材の確保に努める必
要があるが、今や外国人材は、全国的かつ慢性的な人手不足解消に大きく貢献しているのみなら

ず、我が国経済の維持・発展に不可欠となっており、今後も様々な場面において活躍が期待される。

他方、外国人材の受入れの在り方については、不法滞在・不法就労や税・社会保険料の未納等、
国民に不安を与える事態も生じているが、日本人と外国人が豊かに共存し、我が国の発展に資す
る共生社会を実現するためには、外国人を人手不足の担い手であると考えるだけでなく、地域にお
いて日本人と共に生活する生活者であることを前提とする必要がある。外国人の受入れを進めてい
くに当たり、我が国の経済活動や国内労働市場への影響のみを考慮するのではなく、医療をはじめ
とする社会保障制度、教育、治安等に対し、どの程度の影響を及ぼすと考えられるかなど、多角的
視点に立ち、検討していくことも不可欠なものである。我が国に利益をもたらし、国民と共存共栄で
きる外国人を積極的に受け入れつつ、ルールを守らない外国人に対しては、我が国からの退去を
含む厳しい措置を講ずることも重要である。

ー中略ー

自由民主党政務調査会・外国人材等に関する特別委員会 提言

「国民と外国人が安全・安心に暮らせる共生社会に向けて」

自由民主党「外国人材等に関する特別委員会」（山下貴司委員長）提言（２０２５年５月２７日）

【その１】
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４．共生社会の推進

○ 外国人の受入れ環境整備等の推進

➢受け入れた外国人によるルール遵守の徹底等

・地域住民にとって安全・安心な社会を実現するためには、外国人による日本文化や習慣に対する
理解・外国人が犯罪被害者となることの防止・使用者や関係機関等による外国人運転者に対する
交通安全対策・外免切替手続きにおける交通ルールの確実な確認等の観点に基づき、受け入れた
外国人による法令や生活上のルールの遵守の徹底等の必要な取り組みを進めるべきである。

➢ 外国人支援コーディネーターの活用促進等

・ 地方自治体における外国人の受入れ環境整備のために、国・地方自治体・受入れ機関が緊密に
連携するとともに、外国人支援コーディネーターの活用促進や支援事例の横展開を行うべきである。

➢ 外国人材に対する相談対応の充実化

・ １号特定技能外国人や技能実習生以外の就労資格を有する外国人材についても、必要な支援が
行われるよう、外国人在留支援センターや地方自治体における一元的相談窓口等の活用による相
談対応の充実化を図る必要がある。

自由民主党政務調査会・外国人材等に関する特別委員会 提言

「国民と外国人が安全・安心に暮らせる共生社会に向けて」

自由民主党「外国人材等に関する特別委員会」（山下貴司委員長）提言（２０２５年５月２７日）

【その２】
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自由民主党政務調査会・外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会 「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言」

「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言 －違法外国人ゼロを目指して－」

自由民主党「外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会」（小野寺五典委員長） （２０２５年６月５日）

【その１】
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（中略）

３．政府の司令塔体制の整備

〇以上の提言については、 個別の府省庁の枠を超えて、 総合的かつ政府横断的に一
体となって検討を進め、速やかに実施していく必要がある。また、以上の内容以外にも、
国民の不安を招きかねない課題が発生した場合には、実態を把握しつつ、臨機応変に
対応を図っていく必要がある。

〇このため、外国人との秩序ある共生社会の実現に向け、内閣官房・内閣府・関係省庁
が一体となって、外国人を含めた全国の土地等の透明性の向上のための総合的な取
組を含め、 総合的・政府横断的な施策の検討及び実施に取り組む司令塔体制を構築
すること。司令塔組織を中心に、関係省庁が協力し、継続的な実態把握及び制度・運用
の不断の見直しを行うこと。また、外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策等の
既存の政府方針について、本提言を踏まえた政府横断的な取組方針や国・自治体・関
係機関等の役割・連携強化の必要性の明記等を含めて、速やかに見直すこと。

自由民主党政務調査会・外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会 「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言」

「国民の安心と安全のための外国人政策 第一次提言 －違法外国人ゼロを目指して－」

自由民主党「外国人との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会」（小野寺五典委員長） （２０２５年６月５日）

【その２】
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「骨太の方針 ２０２５」における外国人に関する記述
２０２５年６月１３日 閣議決定

内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2025」

４. 国民の安心・安全の確保 
（中略）

（５）外国人との秩序ある共生社会の実現

海外活力の取り込みを進めつつ、国民の安心・安全を確保するため、外国人との秩序ある共

生社会の実現に向けて、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議など政府横断的な司
令塔体制を更に強化し、実態把握や国・自治体の情報基盤整備を行うとともに、法令遵守の徹
底、制度の適正利用、透明性の確保の観点から、国内社会のグローバル化を前提としていな
い制度・運用全般を見直すなど、総合的・施策横断的取組を進める。

（出入国在留管理の一層の適正化）
（中略）

育成就労制度及び特定技能制度について、分野・受入れ見込数の設定、監理支援機関の要
件厳格化等を行うほか、外国人育成就労機構を含め必要な体制を整備する。認定日本語教育
機関の体制整備・活用を進める。

（外免切替手続・社会保障制度等の適正化）
（中略）

（国土の適切な利用及び管理）
（中略）

（観光・短期滞在者への対応の強化）
（中略）
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内閣官房「外国人との秩序ある共生社会推進室」が発足
２０２５年７月１５日

首相官邸HP

「外国人との秩序ある共生社会推進室」の発足に当たり、一言申し上げます。
少子高齢化や人口減少が進む我が国が、今後、成長型経済への移行を確実なもの

とするためには、一定の範囲での外国人労働者の受入れ、インバウンド消費の拡大な
どにより、海外の活力を取り込んでいくことが重要であります。
他方で、一部の外国人による犯罪や迷惑行為、各種制度の不適切な利用など、国

民の皆様方が不安や不公平を感じる状況も生じております。
国民の皆様の安全・安心の確保は、経済成長の不可欠の前提であり、ルールを守ら

ない方々への厳格な対応や、外国人を巡る現下の情勢に十分に対応できていない制
度・施策の見直しは、政府として取り組むべき重要な課題であります。

こうした問題意識の下、本日、内閣官房に、外国人施策の司令塔となる事務局組織
として、「外国人との秩序ある共生社会推進室」を設置いたしました。

（略）

総理大臣訓示
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我が国に在留する外国⼈は近年⼤きく増加しており、在留外国⼈数は約 377 万⼈（令和６
年 12 ⽉末時点）、外国⼈労働者数は約 230 万⼈（令和６年 10 ⽉末時点）と、いずれも過
去最⾼となっている。平成元年の出⼊国管理及び難⺠認定法（以下「⼊管法」という。）
改正以降、東海地⽅を中⼼に在留資格「定住者」等の外国⼈が急増する中、⽇本語教育や
⽣活⽀援、⼦どもの教育等の課題は外国⼈が集住する特定地域の問題とされ、その対応は
受⼊れ⾃治体任せとなってきた。国は外国⼈を「労働者」と⾒ているが、地⽅⾃治体から
⾒れば⽇本⼈と同じ「⽣活者」であり「地域住⺠」である。平成元年の⼊管法改正から 30 
年以上が経過し、外国⼈が定住し始めた⾃治体では、外国⼈の⾼齢化に伴う介護・年⾦な
どの問題や、⽇本⽣まれ⽇本育ちの第２、第３世代の教育が課題となっている。令和９年
６⽉までに施⾏される「育成就労制度」では、就労者に⼀定の⽇本語能⼒⽔準が課される
が、その他の⽣活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移⾏し、家族
帯同が認められた際には、家族の⽇本語や教育の課題も起こりうる。こうした外国⼈の⽣
活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国的な⼤きな
課題となることが明⽩である。従前より、地⽅から国に対しては、外国⼈集住都市会議や
多⽂化共⽣推進協議会といった⾃治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多
⽂化共⽣施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置に
は⾄っていない。以上を踏まえ、全国知事会では、外国⼈の受⼊れと多⽂化共⽣社会の実

現に国が責任を持って取り組むよう、強く要請する。

「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」（前文）
令和７年 全国知事会議 ２０２５年７月２３日

我が国に在留する外国人は近年大きく増加しており、在留外国人数は約３７７万人（令和６年１２月
末時点）、外国人労働者数は約２３０万人（令和６年１０月末時点）と、いずれも過去最高となっている。

平成元年の出入国管理及び難民認定法改正以降、東海地方を中心に在留資格「定住者」等の外国
人が急増する中、日本語教育や生活支援、子どもの教育等の課題は外国人が集住する特定地域の
問題とされ、その対応は受入れ自治体任せとなってきた。国は外国人を「労働者」と見ているが、地方

自治体から見れば日本人と同じ「生活者」であり「地域住民」である。

平成元年の入管法改正から３０年以上が経過し、外国人が定住し始めた自治体では、外国人の高
齢化に伴う介護・年金などの問題や、日本生まれ日本育ちの第２、第３世代の教育が課題となってい
る。令和９年６月までに施行される「育成就労制度」では、就労者に一定の日本語能力水準が課され
るが、その他の生活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移行し、家族帯同が認

められた際には、家族の日本語や教育の課題も起こりうる。

こうした外国人の生活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国
的な大きな課題となることが明白である。従前より、地方から国に対しては、外国人集住都市会議や
多文化共生推進協議会といった自治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多文化共生
施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置には至っていない。

以上を踏まえ、全国知事会では、外国人の受入れと多文化共生社会の実現に国が責任を持って取
り組むよう、強く要請する。

令和７年全国知事会 「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」 21



我が国に在留する外国⼈は近年⼤きく増加しており、在留外国⼈数は約 377 万⼈（令和６
年 12 ⽉末時点）、外国⼈労働者数は約 230 万⼈（令和６年 10 ⽉末時点）と、いずれも過
去最⾼となっている。平成元年の出⼊国管理及び難⺠認定法（以下「⼊管法」という。）
改正以降、東海地⽅を中⼼に在留資格「定住者」等の外国⼈が急増する中、⽇本語教育や
⽣活⽀援、⼦どもの教育等の課題は外国⼈が集住する特定地域の問題とされ、その対応は
受⼊れ⾃治体任せとなってきた。国は外国⼈を「労働者」と⾒ているが、地⽅⾃治体から
⾒れば⽇本⼈と同じ「⽣活者」であり「地域住⺠」である。平成元年の⼊管法改正から 30 
年以上が経過し、外国⼈が定住し始めた⾃治体では、外国⼈の⾼齢化に伴う介護・年⾦な
どの問題や、⽇本⽣まれ⽇本育ちの第２、第３世代の教育が課題となっている。令和９年
６⽉までに施⾏される「育成就労制度」では、就労者に⼀定の⽇本語能⼒⽔準が課される
が、その他の⽣活者としての課題は継続する。また、将来、特定技能制度に移⾏し、家族
帯同が認められた際には、家族の⽇本語や教育の課題も起こりうる。こうした外国⼈の⽣
活に係る事項は、現在、定住化が進んでいる集住都市だけでなく、今後は全国的な⼤きな
課題となることが明⽩である。従前より、地⽅から国に対しては、外国⼈集住都市会議や
多⽂化共⽣推進協議会といった⾃治体連携の枠組み等を使って声を届けてきたが、国が多
⽂化共⽣施策に主体的・戦略的に取り組むための根幹となる基本法の策定や組織の設置に
は⾄っていない。以上を踏まえ、全国知事会では、外国⼈の受⼊れと多⽂化共⽣社会の実

現に国が責任を持って取り組むよう、強く要請する。

Ⅰ 育成就労制度について 

地方における人材不足は深刻であり、今後、運用の詳細が検討される「育成就労制度」においては、国と地方の適
切な役割分担のもと、全国各地域の実情に応じた制度設計と運用が求められることから、以下の事項を検討・実施
すること。 

１ 全国各地域の実情を考慮した「受入対象分野」の設定をすること

２ 地方における外国人労働者の確保につながるよう制度の適切な運用をすること

Ⅱ 外国人の受入環境整備について

 国、地方、民間が適切な役割分担に応じて受入環境の整備を進めていくには、事業者や地方自治体の枠を超えて
対応すべき課題については、国が主体となって制度設計や運用を行うとともに、国として責任をもって財源措置等を
行うべきである。このため、外国人の受入環境の整備について以下の取組を検討・実施すること。

１ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に係る予算の確保と永続的な財政措置を講じること

２ 外国人の生活に係る諸課題を解消する具体的な措置を講じること

Ⅲ 基本法の制定と司令塔となる組織の設置について

 「育成就労制度への円滑な移行」と「外国人の受入環境整備」の提言を実現するためには、外国人の受入れ、多
文化共生施策実施の根幹となる国としての戦略が求められることから、以下の取組を検討・実施すること。 

１ 多文化共生施策実施の根幹となる体系的・総合的な基本法を策定すること

２ 多文化共生施策実施の司令塔となる組織を設置すること

令和７年全国知事会 「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」

「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」（骨子）
令和７年 全国知事会議 ２０２５年７月２３日
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３．里親委託する子ども

「『外国人材の受け入れ  』に関する緊急提言」  （  2025年3月  ）
～ 人口減少を阻止し、地域を活性化するための外国人材の受け入れを促進する 「 基本法 」 の制定を ～

一般財団法人 未来を創る財団 「 定住外国人政策研究会 」（ 座長：國松 孝次 未来を創る財団会長、元警察庁長官、元スイス大使 ）

｢定住外国人基本法（仮称）｣

日本経済社会・文化への  統合

【基本理念】

地域、ひいては日本全体を豊かにする  外国人材

【基本方針】

【受け入れのプロセス】

地域主導主義 責務とともに権限・財源を与えられた「地方自治体」が主導

〇自治体ごとに、受け入れたい外国人材の業種・職種、技術・技能水準、国籍、期間、
規模等についての詳細な計画を策定し、「要望」として国に申請

〇その際、地元の企業などから意見聴取

〇各自治体が、責任をもって外国人材を管理・支援

〇安心・安全の確保、マクロ経済などの観点から、国が最終調整
した上で決定

〇国が、諸外国との調整などを行う

定住外国人政策
委員会（仮称）

※日本社会の安心・安全の確保、在留資格「地方創生（仮称）」も規定

一般財団法人 未来を創る財団 「定住外国人政策研究会」
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「外国人材共生基本法（仮称）」について
NAGOMi緊急オンラインアピール 「参院選の総括と日本型外国人材共生基本法の提言」（２０２５年８月７日）

梅田邦夫副会長（元駐ベトナム・ブラジル特命全権大使）

日系人受け入れ３０年、欧米諸国（スウェーデン、ドイツ、ポーランド、スイスなど）の
教訓を生かすべき

① 外国人材受入れ目的、理念

活力ある日本社会の構築、日本の国力維持、人材育成、国際貢献等

② 日本として歓迎する人材像

自由、民主主義、法の支配といった基本的価値を共有し、勤勉、向上心のある人材、海外移住した日本人の子孫

③ 国・地方公共団体の責務

外国人材と地域の交流機会の提供、日本の文化・生活習慣・教育・社会保障制度及び日本語を学ぶ機会の提供等

④ 日本国民の責務

外国人材の人権尊重、共生の推進に寄与する等

⑤ 外国人材の責務

日本法令の順守、文化・習慣の尊重

⑥ 事業主の責務

雇用する外国人材の人権尊重、職業能力向上、日本語学習機会の提供等

⑦ 啓発活動

共生社会構築の重要性に関する理解促進、外国人材の社会、経済、文化・スポーツ活動への参加促進

基本法で明示すべき事項

24
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技能実習制度及び特定技能制度の見直しの経緯

出入国在留管理庁・厚生労働省 「第1回 特定技能制度及び育成就労制度の円滑な施行及び運用に向けた有識者懇談会」資料より

法務省主導だった今次見直し。

➡そもそも「特定技能」は殆ど手付かず

古川元法務大臣による

「技能実習・特定技能に係る
法務大臣勉強会」が、

２０２２年２月から７月の間に開催される

26



「グローバル人材共生社会実現のための提言」
＜２０２１年５月１９日一般財団法人外国人材共生支援全国協会(NAGOMi) 提言＞

技能実習と特定技能の整合性のとれた⼀貫性のある制度に改⾰する

【なぜ︖】
①社会経験の浅い⾮熟練の段階からの外国⼈材確保の必要性があるため

→安全・安定就労のために監理団体の保護⽀援は必須
②現実に、特定技能外国⼈の80%以上は技能実習経由
③特定技能より容易に来⽇できるルートを設け、他国への⼈材流出を
防ぐ

【両制度の”⼀元化”の意味は︖】
１）両制度の⽬的を「⼈材育成・⼈材確保・国際貢献」に共通化する
２）技能実習３年間を「基礎的⼈材育成期間」、特定技能５年間を

「実践的⼈材育成期間」と位置づけ、⼀貫した⼈材育成システムと
する

３）技能実習の職種・作業と特定技能の特定産業分野・業務区分を
可能な限り統⼀する

27



技能実習（技能実習法） 特定技能１号（⼊管法）
⽬的 技能移転による国際貢献 深刻な⼈⼿不⾜への対応（労働⼒確保）

主管官庁 法務省、厚⽣労働省 法務省のみ

在留期間
１号＝１年以内
２号＝２年以内
３号＝２年以内

最⻑５年
(２号は期限なし)

対象職種 ８６職種 １５８作業 １２分野

転籍・転職
原則不可

（企業倒産などやむを得ない場合は
監理団体サポート下で可）

転職可能
（同業種内で）

⽇本語能⼒
要件

なし
（介護のみ⽇本語要件＜１号はN4、２

号・３号はN3＞）

あり
（JLPTのN4もしくはJFT BasicのA2）

（技能実習２号からの移⾏者は要件なし）

技能要件 なし（前職要件あり）
あり（分野ごとの技能試験合格）

（前職要件なし）
（技能実習２号修了者は要件なし）

監理団体
・

登録⽀援機関

必要性 必須
（団体監理型） 任意

設⽴要件 許可制 登録制

機能
斡旋、⽀援、
保護、監査
（⽣活⽀援全般、
⽇本語教育等）

⽀援のみ
事前ガイダンス、契約⽀援、⽇本語学習機会提供

などの⽀援機能あり。保護機能はなし

指導

①技能実習機構によ
る実地検査

（監理団体＝１年毎、
実習実施者＝３年毎）
②地⽅⼊管局による
不定期⽴ち⼊り検査あり

地⽅⼊管局による不定期⽴ち⼊り検査
のみ

インセンティ
ブ付与 - - -

「技能実習」と「特定技能１号」 比較一覧 目指すべき新たな制度

最⻑5年

整合性、⼀貫性ある両制度へ

⼈材育成・⼈材確保・国際貢献
法務省、厚⽣労働省

各最⻑５年

原則、全ての業種。技能実習の職種作業と特定技能
の産業分野を統⼀的なものとし、現状に即した業種

の「⼤くくり化」を進める

転籍基準を明確化した上で柔軟化

あり
（技能実習は⼊国時N５を義務化、特定技能ではN４

（介護はワンランクアップ））

実技試験による技能重視
（技能実習では前職要件をなくし、特定技能は技能実技試験

〈任意〉を導⼊）

必須（仮称︓管理⽀援機関）

許可制

斡旋、⽀援、保護、監査

①技能実習、特定技能とも技能実習機構による
実地検査
（管理⽀援機関＝１年毎、技能実習と特定技能の実習実施者＝３年毎）
②地⽅⼊管局による不定期⽴ち⼊り検査あり

同⼀職種、同⼀企業での技能実習・特定技能を⼀
定期間継続的に⾏い、加えて、⽇本語能⼒N2合
格者及び習熟段階に応じた技能実技試験等に合格
した⼈材に対するインセンティブ付与

「NAGOMi四国ブロック協会意見交換会」（２０２３年７月６日）資料より 28



出入国在留管理庁 「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律案概要」 29



人材育成

国際貢献 人材確保

「技能実習制度」から「育成就労制度」へ

「我が国での技能等の修得等を通じた
人材育成により国際貢献を行うこと」

「我が国の人手不足分野における人材育成と人材確保」
「原則３年間の就労を通じた人材育成によって

特定技能１号の技能水準の人材を育成することを目指す」

人材育成

技能実習 育成就労
前職等要件 あり なし

就労開始前の

日本語要件

なし

（介護のみあり）

あり

「日本語Ｎ５相当」合格
又は「相当する日本語講習（100時間以上）」

１年目

試験

「技能検定基礎級等」

※試験不合格の場合、
技能実習２号には移行できず

１年経過時までに

「技能検定基礎級等」 + 「日本語Ｎ５相当」
を受験させる

※試験不合格でも、育成就労は継続

※転籍する場合は、技能検定試験基礎級等と
一定水準以上の日本語能力に係る試験の合格が必須

３年目

試験

「技能検定３級等」

※試験不合格でも、評価調書等により
対象となる業務区分で特定技能への移行が可能

（日本語N４相当試験も免除となる）

育成就労終了までに

「技能検定３級等」又は「特定技能１号評価試験」
+ 「日本語Ｎ４相当」合格
で特定技能への移行が可能

※試験不合格でも、一定条件下で
最長１年の就労継続で再受験が可能

制度目的
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（育成就労制度の目的等）
● 「育成就労制度は、基本的３年間の就労を通じた育成期間において、対象となる外国人ごとに育成就労計画

を定めた上で計画的に特定技能１号の技能水準の人材に育成することを目指すものとし、適正化方策を講じ
た特定技能制度と連続性を持たせる。」

（対象職種）
●技能実習２号移行対象職種のうち、特定産業分野あり➡原則として受入れ対象分野へ。

特定産業分野なし➡人材確保の機能の実態を確認した上で検討。

（受入れ見込み数）
● 「育成就労制度においても、特定技能１号と同様に、受入れ対象分野ごとに受入れ見込数を設定して受入れ
上限数として運用する。」

（「本人の意向による転籍」の導入）
●①一定期間（受入れ対象分野ごとに１年〜２年）を超過、②一定水準以上の日本語能力、③適切な転職先の
場合には、同一業務区分内に限り、転籍を認める 。
●就労開始１年後以降の転籍制限は、待遇向上等が必要。費用の「正当な補填」の仕組みは今後検討。
また、転籍支援は、監理支援機関、ハローワーク、外国人育成就労機構等が行う。
当分の間、民間の職業紹介事業者の関与は認めない。
●「一定の期間」後には、育成途中でも特定技能１号評価試験等+日本語N4等に合格すれば移行可能に。

2024年2月政府方針が示した「育成就労・特定技能」制度改正の骨格 ①

● 「 」 内は、2024年２月９日「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定」（以後、「閣僚会議決定」）からの引用

★「現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消し、人手不足分野における人材確保及び
人材育成を目的とする育成就労制度を創設する。」

★「特定技能制度については、適正化を図った上で存続させる。」

➡事実上、「育成就労制度」構築のみの改正。

「育成就労制度は３年間」でなくなった！？ 31



（人材育成の評価方法）

●育成就労制度の「人材育成の評価方法」は、①就労開始前までは、「日本語Ｎ５等」合格又は、「相当する

日本語講習」、②１年経過時までは、「技能検定基礎級等」+「日本語Ｎ５等」を受験させる。

（特定技能１号への移行ハードル）

●特定技能１号移行時は、「技能検定３級等」又は「特定技能１号評価試験」+「日本語Ｎ４等」合格。

（キャリア形成の仕組み）

●「業所管省庁は、育成就労制度及び特定技能制度の育成・キャリア形成プログラムを策定する。」

「特定技能外国人に対する支援にキャリア形成の支援を加える。」

（「監理支援機関」の新たな許可）

●育成就労制度の「監理団体（監理支援機関）」

ーーー「新たに許可を受けるべきものとし、機能を十分に果たせない監理団体は許可しない。」

（家族帯同問題）

■ 「育成就労」、「特定技能１号」の制度下での「家族帯同」に関しては、従前通り認めない。

2024年2月政府方針が示した「育成就労・特定技能」制度改正の骨格 ②

● 「 」 内は、2024年２月９日「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定」（以後、「閣僚会議決定」）からの引用

特定技能制度の所管省庁である法務省は、特定技能の
キャリア形成に直接的な責任を負わないのでは！？
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出入国在留管理庁・厚生労働省「第３回 特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」 33



育成就労制度および特定技能制度の「有識者会議」、「専門家会議」 構成員

特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び
分野別運用方針に関する有識者会議座長決定（２０２５年２月６日）

外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議議長決定（２０２４年１２月１７日）

（座長及び座長代理以外 50 音順）

高橋 進 株式会社日本総合研究所チェアマン・エメリタス（座長） 

山川 隆一 明治大学法学部教授（座長代理）

市川 正司 弁護士

清田素弘 日本商工会議所産業政策第二部長

黒谷 伸 一般社団法人全国農業会議所事務局長代理

兼経営・人材対策部長

是川 夕 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長.  

佐久間 一浩 全国中小企業団体中央会事務局次長

末松 則子 鈴鹿市長

鈴木 直道 北海道知事

冨田 さとこ 日本司法支援センター本部国際室長／弁護士

冨髙 裕子 日本労働組合総連合会総合政策推進局長

花山 英治 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構職業能力

開発総合大学校基盤ものづくり系電子回路ユニット教授

堀内 保潔 一般社団法人日本経済団体連合会産業政策本部長

山脇 康嗣 さくら共同法律事務所パートナー弁護士

花山 英治 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

職業能力開発総合大学校基盤ものづくり系

電子回路ユニット教授（座長）

堀 忠弘 中央職業能力開発協会技能検定部長（座長代理）

市田 知子 明治大学農学部教授

漆原 肇 日本労働組合総連合会労働法制局局長

後藤 純子 共立女子大学家政学部教授

佐久間 一浩 全国中小企業団体中央会事務局次長

武雄 靖 ものつくり大学技能工芸学部教授

藤波 美帆 千葉経済大学経済学部准教授

特定技能制度及び育成就労制度の
基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議

特定技能制度及び育成就労制度の
技能評価に関する専門家会議

34



育成就労制度開始までのスケジュール（予想含む）

２０２７年４月１日施行見込み

35

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

1Q 2Q 3Q 4Q

基本方針閣議決定

試験方針発表

主務省令公布

分野別運用方針閣議決定

分野別 運用要領発表

育成就労外国人受入れに関する
運用要領発表

分野別 上乗せ基準告示

分野別 運用要領別冊発表

分野別 試験実施要領発表

監理支援機関等許可申請受付開始

育成就労計画認定申請受付開始

分野別協議会決定事項発表

（協議会発足）

改正法施行

＜育成就労制度運用＞

＜技能実習制度運用＞ 施行後3ヶ月間は技能実習生

としても新規入国可

2030年7月以降は

育成就労制度に
完全移行

2027年3月に新規入国した

技能実習生は、
2030年3月まで技能実習生

として勤務可能

2025年夏頃

2026年中

2026年6～9月

2027年4月1日（見込）

2026年4月

2025年12月〜3月

2025年3月

パブコメ募集

有識者会議
専門家会議

2026年以降も毎年実施？

※技能実習２号から３号に移行可能対象者 ➡ 改正法の施行日の時点での２号技能実習が１年以上経過していること

https://www.moj.go.jp/isa/03_00116.html


出入国在留管理庁 「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する基本方針」２０２５年３月１１日閣議決定

特定技能制度及び育成就労制度に係る制度の運用に関する基本方針の概要

１ 両制度の意義・受入れ分野に関する事項
【特定技能制度について】
○ 特定技能制度の意義は、人材を確保することが困難な状況にあるため外国人によ
り不足する人材の確保を図るべき産業上の分野（特定産業分野）において、一定の専
門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みを構築することである。
○ 特定技能制度の特定産業分野は生産性向上や国内人材確保のための取組を行った
上でなお人材を確保することが困難な分野とする。
【育成就労制度について】
○ 育成就労制度の意義は、特定産業分野のうち、外国人にその分野に属する技能を
本邦において就労を通じて修得させることが相当である分野（育成就労産業分野）に
属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有する人材を育成するとともに、
育成就労産業分野における人材を確保する仕組みを構築することである。
○ 育成就労外国人の受入れは、特定産業分野のうち、特定技能１号水準の技能を３
年間の就労を通じて修得させることが相当である分野（育成就労産業分野）に限って
行う。
○ 育成就労において派遣形態での受入れができるのは、季節的業務に従事させる必
要がある分野に限られる。
【両制度の共通事項について】
○ 分野別運用方針で、人手不足の状況を踏まえて受入れ対象分野を定める。
○ 分野別運用方針において、原則として５年ごとの受入れ見込数を示し、受入れ見
込数は外国人受入れの上限数として運用する。

※１ 技能・日本語能力に関する水準は試験により確認する。試験は分野別運用方針において定める（分野
の実情に応じて上乗せ可能）。

※２ 妊娠・出産等に係る期間は、通算期間に含めない。また、特定技能２号評価試験等に不合格になった
場合、一定の要件の下で最長１年の在留継続を認める。

２ 受け入れる外国人材に関する基本的事項
○ １号特定技能外国人、２号特定技能外国人、育成就労外国人について、求められ
る技能及び日本語の水準、在留期間、家族帯同の可否等についてそれぞれ定める（整
理すると以下の表のとおりとなる。）。

３ 受入れ機関に係る施策等に関する基本的事項
○ 特定技能外国人の受入れ機関は、特定技能外国人に職業生活上、日常生活上
又は社会生活上の支援を実施する義務がある。
○ 育成就労外国人の受入れ機関は、育成就労計画に基づいて育成就労を行わせ、
目標とする技能及び日本語能力の試験を受験させる義務がある。
○ 育成就労制度における転籍制限期間（１年～２年）は各受入れ分野において
定める。

４ 制度運用に関する関係行政機関の調整に関する基本的事項
○ 法務省は、特定技能外国人等の実態に係る情報を収集し、関係機関と共有し、
適切な連携をする。
○ 厚生労働省は、都道府県労働局等を通じて受入れ機関等を適切に監督する。
○ 法務省及び厚生労働省は、育成就労計画の認定制や監理支援機関の許可制を
適正に運用する。
○ 外国人育成就労機構は、主務大臣等の委託を受けて育成就労に関する権限を
包括的に行使する。
○ 分野所管省庁は、特定技能制度及び育成就労制度に係る分野別運用方針にお
いて、受入れ機関等に課す上乗せ要件を設定する。
○ 法務省、厚生労働省等は、悪質ブローカー等の排除を徹底する。
○ 送出国との間で二国間取決め（ＭＯＣ）を作成し、送出しの適正化等に関す
る取組を推進する。
○ 各分野における人手不足の状況の継続的な把握に努め、その状況等を踏まえ
て、必要な時は外国人の受入れを停止又は再開する。
○ 外国人の受入れ状況を継続的に把握し、問題が生じた場合においては関係機
関が連携して適切な対応を取る。
○ 受入れにより行方不明者の発生や治安上の問題が生じないよう関係機関は、
情報の連携及び把握に努める。

５ その他の重要事項
○ 大都市圏に人材が過度に集中しないよう配慮に努める。
○ 外国人及び受入れ機関は、公租公課を支払う責務があり、制度所管省庁は、
これらの者が納付すべき公租公課の未納を防ぐため、関係行政機関と連携の
上、必要な措置を講じる。
○ 被送還者の自国民引取義務を適切に履行していない国からの受入れは行わ
ない。
○ 改正法の施行後一定の期間が経過した際には基本方針の見直しを行う。

育成就労 特定技能１号 特定技能２号

技能水準
※１

終了時点で特定技能１号
水準に達することが必要

相当程度の知識又は経験を必要
とする技能（特定技能１号評価試
験、技能検定３級等を想定）

・熟練した技能（特定技
能２号評価試験、技能
検定１級等を想定）

日本語
能力水準
※１

就労開始前：A１相当（相当
講習でも可）

終 了 時 点：A２相当
A２相当 B１相当

期間
３年

（試験に不合格だった場合、
最長１年延長）

通算で５年を上限
一部例外を規定

※２
在留期間の更新回数に

上限はない

家族帯同 基本的に不可 基本的に不可 可能
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「育成就労制度」における産業分野は、全て「特定技能制度」の産業分野

厚
労
省

経
産
省

国
⼟
交
通
省

農
林
⽔
産
省

ビルクリ ・ビルクリーニング

⼯業製品
製造業

・機械⾦属加⼯ ・電気電⼦機器
組⽴て  ・⾦属表⾯処理  

・紙器・段ボール箱製造 
・コンクリート製品製造 ・RPF製造 
・陶磁器製品製造  ・印刷・製本  
・紡織製品製造  ・縫製 
・電線・ケーブル製造
・プレハブ製造 ・家具製造 
・定形・不定形耐⽕物製造 
・⽣コンクリート製造
・ゴム製品製造 ・かばん製造

建設 ・⼟⽊  ・建築  
・ライフライン・設備

造船
舶⽤⼯業

・造船  ・舶⽤機械  
・舶⽤電気電⼦機器

⾃動⾞
整備

・⾃動⾞整備  
・⾞体整備

航空 ・空港グランドハンドリング  
・航空機整備

宿泊 ・宿泊
⾃動⾞
運送業

・トラック運転者  
・タクシー運転者 ・バス運転者

鉄道
・軌道整備 ・電気設備整備 
・⾞両整備 ・⾞両製造  
・運輸係員  ・駅・⾞両清掃

介護 ・介護

漁業 ・漁業  ・養殖業

飲⾷料品
製造業

・飲⾷料品製造業
・⽔産加⼯業

外⾷業 ・外⾷業

林業 ・林業

⽊材産業 ・⽊材産業

農業 ・耕種農業全般  
・畜産農業全般

リネン
サプライ ・リネンサプライ

物流
倉庫

・物流倉庫

資源
循環

・廃棄物処分業(中間処理)

追加（⾒込み）分野
厚
労
省

国
交
省

環
境
省

国
⼟
交
通
省

特定産業分野（特定技能制度）

育成就労産業分野

「⽣産性向上や国内⼈材確保のための取組（⼥性・⾼齢者のほか、各種の事情により就職に困難を来している者等の就業促進、⼈⼿不⾜を
踏まえた処遇の改善等を含む。）を⾏った上で、なお、⼈材を確保することが困難な状況にあるため外国⼈により不⾜する⼈材の確保を図るべき
産業上の分野」

「特定産業分野のうち、外国⼈にその分野に属する
技能を本邦における３年間の就労を通じて修得
させることが相当である分野」（「基本方針」）

「技能実習制度」では活用されているものの
「育成就労制度」対象外となりそうな職種の例
●自動車組立
●医療機器製造
●（工業製品でない）化粧品工場での梱包作業

●ボイラーメンテナンス など

出入国在留管理庁 「特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」資料をもとに作成

▶青字は新規追加を検討・精査中の業務区分※
▶緑字は業務の追加を検討・精査中の業務区分

37

※ 「業務区分」とは、産業分野内で、従事させる業務において要する相当程度の知識又は経験を必要とする技能の

範囲を画するとともに、転職の範囲を画するものとして当該分野に係る分野別運用方針において規定されるもの

産業分野 業務区分
産業分野 業務区分

産業分野 業務区分

産業分野 業務区分

日本標準産業分類に「自動車・同附属品製造業」の

追加方向で検討が進んでいるが、「自動車組立」の
業務区分の追加はなく、対象外か？！

（「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する基本方針」（2025年3月11日閣議決定）以下、「基本方針」）

林
野
庁

観
光
庁



出入国在留管理庁 「第３回 特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」（２０２５年５月２０日）資料
38



出入国在留管理庁 「育成就労制度の概要」

この時点で、

試験合格により
特定技能１号へ

移行可能に！

現行の実効性な

き試験のままで

は「低技能、
保護なし」の

特定技能外国

人労働者増大

のおそれ大。 39



日本語能力の強化
現行技能実習では、「介護」のみ日本語要件あり（１号は「N４」、２号・３号は「N３」）。

入国前講習 入国後講習 就労開始

送出機関等 監理支援機関等

入国前・入国後の講習において実施

目標はA1（N５）合格 目標はA２（N４）合格

育成就労で必要になる１００時間以上の日本語講習の位置付け

「１００時間以上」の日本語講習の実施主体は
「認定日本語教育機関」の「就労課程」

または（一定期間）「登録日本語教員」に限られる

※同時に授業を行う生徒の数が２０人以下であることなどに限られる
※経過措置期間は育成就労制度から５年を目途に検討されている

「受入れ機関」が育成就労期間中
の受講機会を提供

A１（N５）相当講習 A２（N４）目標講習 A２（N４）
特定技能1号

に求められる日本語水準

※A１（N５）に合格していない場合は、A1（N５）相当講習を

１００時間以上履修していなければならない。

※育成就労実施者において、 A２（N４）相当の日本語能力

試験に合格するためA２（N４）目標講習を１００時間以上
履修することができるよう必要な措置を講ずる。

入国後講習は原則３２０時間以上、ただし入国前に１６０時間以上行っていれば１６０時間以上に短縮可。さらに、日本語能力

（A1（N5）相当）が試験等で証明されていれば原則２２０時間以上で、入国前に１１０時間以上行っていれば１１０時間以上に短縮可。 40

【改正のポイント①】
パブリックコメントにて示された概要



本人意向による転籍が可能に。
有効に機能するかは、今後の課題。

①民間の職業紹介事業者のみならず、民間の特定募集情報等提供事業を行う者（求人サイト）

の関与も認めない

②転籍制限期間
「やむを得ない事情」がある場合を除き、転籍が制限される期間（自己都合転籍制限期間）は、

分野ごとに1～2年で設定（分野別運用方針で定める。）

③転籍者の要件
・ 技能試験（１年目の技能検定基礎級等）の合格、一定水準以上の日本語試験の合格
・ その他の分野別運用方針で定める要件を満たす者 など

④転籍先に求められる要件（転籍者割合）
・ 本人希望による転籍者の割合が３分の１を超えないこと
・ 指定区域外（＝大都市圏）の場合は区域内からの転籍者の割合が６分の１を超えないこと

⑤事業者が負担した初期費用は転籍時に、転籍先から転籍元に補填する

※転籍先は優良基準にも適合していること

＜育成就労を行わせた期間 ： 按分率＞
1年以上1.5年未満での転籍： （告示で定める額の）5/6 1.5年以上2年未満での転籍： （告示で定める額の） 2/3
2年以上2.5年未満での転籍： （告示で定める額の）1/2 2.5年以上3年未満での転籍： （告示で定める額の） 1/4

＜政府方針＞
３年間を通じて一つの受入れ機関において継続的に就労を続けることが効果的であり望ましいものの、
（略）要件をいずれも満たす場合には、同一業務区分内に限り、外国人本人の意向による転籍を認める。 
（略）転籍支援はまずは監理支援機関が中心となって行いつつ、外国人育成就労機構及びハローワークに
おいても連携して転籍先の情報の収集、提供などの支援を行う。 

【改正のポイント②】
パブリックコメントにて示された概要
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「正当な補填」？！



初の地方への配慮策が人材の大都市圏集中を
排除できるか、注視の要。

【新制度の考え方】
・改正法附則第24条により、「政府は、...育成就労外国人...が地方から大都市圏に流出すること等により
大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することとならないようにするために必要な措置を
講ずるものとする。」とされていることから、
育成就労制度における地方配慮施策の対象となる地域は、大都市圏等以外の地域とする。

●地方配慮施策の「指定区域」= （大都市圏ではない地域）
・東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、愛知県、京都府、
大阪府、兵庫県以外の地域
・上記８都府県の過疎地域
（例：東京都の奥多摩町や大島町・三宅村など）

●地方の育成就労実施者に係る受入人数枠の優遇
・育成就労実施者が優良基準を満たす場合は、

基本人数枠の２倍まで、受入れが可能。
・さらに、監理支援機関・育成就労実施者が、

いずれも優良基準を満たし、
育成就労実施者が、「指定区域」である場合は、
基本人数枠の３倍まで、受入れが可能。

42

しかし、現行特定技能試験難易度を前提とするならば、
「本人意向」転籍可能時からの特定技能１号への移行が、

大都市圏集中を助長するのではないか？！

【改正のポイント③】
パブリックコメントにて示された概要



＜政府方針＞
育成就労制度の下での監理団体（監理支援機関）については、受入れ機関と密接な関係を有する役職員の
監理への関与の制限、外部監査人の設置の義務化等により独立性・中立性を担保するとともに、 受入れ
機関数等に応じた職員の配置・相談対応体制を担保するなどした上で、新たに許可を受けるべきものとし、
機能を十分に果たせない監理団体は許可しない。

監理支援機関のガバナンス強化策等の導入

●母国語での適正対応要件・・・育成就労外国人が十分に理解することができる言語により
適切に対応するために必要な措置を講じていること
●保護の観点からの適正遂行能力要件・・・育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の
保護の観点から申請者が監理支援事業を適正に遂行するに足りる能力を有していること
●外部監査人の要件・・・過去３年以内の講習受講者、弁護士・社労士・行政書士等
その他育成就労に関する知見を有する者（氏名の公表に同意していること）
●キックバック・供応等を受けること、送出機関への要求等の禁止
●監理支援機関の役職員が育成就労実施者と密接な関係がある場合
（育成就労実施者の役職員、５年以内に役職員であった者、その配偶者・親族等）には、
当該育成就労実施者に対する監査・指導、紹介、受入れ準備、計画作成支援、連絡調整、
技能評価指導、各種届出等の業務への関与禁止（個人情報管理、入国後講習の実施は可）

監理支援を行う
育成就労実施者の数 体制要件① 体制要件② 財務要件

改正後
２者以上、又は２者以上と

なることが見込まれること

監理支援の実務に従事する

常勤の役職員1人あたり
受入機関８社未満

かつ

 育成就労外国人４０人未満

監理支援の実務に
従事する

常勤の役職員が

２人以上必要

債務超過がないこと。

２年連続で債務超過が
あれば指導等の対象
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【改正のポイント④】
パブリックコメントにて示された概要



「特定技能制度」の今次見直しは、一部意味ある
改正項目あれども、法改正を伴う大きな改正なし。

※ 自社支援の場合は、事業所ごとに選任している支援担当者の数が、支援に係る１号特定技能外国人の数を５０で除して得た数を超えていることを求める。

※ 育成就労制度では、監理支援の実務に従事する常勤の役職員1人あたり受入機関８社未満かつ育成就労外国人40人未満

●登録支援機関に求められる要件

支援業務の委託を

受けることができる
特定技能所属機関の数

支援を行うことができる

1号特定技能外国人の数

支援業務に係る

実績及び費用の内訳等の
インターネットでの公表

従来 要件なし 要件なし 義務なし

改正後
支援担当者1人当たり

１０機関未満
支援担当者1人当たり

５０人未満
義務あり

●支援責任者、支援担当者とも、常勤の役職員から選任しなければならない。

●一部委託の場合であっても、委託先は登録支援機関に限る。

●支援責任者に対して支援能力向上のための養成講習受講を義務付け（支援担当者には義務付けなし）

●１号特定技能外国人に対する義務的支援事項として、１号特定技能外国人が

特定技能２号の在留資格への変更を希望する場合に必要な支援を行うことを追加する。

●特定技能１号の在留資格をもって在留した期間について、妊娠、出産、育児等の

やむを得ない事情により業務に従事することができなかった期間を除く。

●特定技能１号の在留資格をもって在留した期間の上限を通算５年としているところを、

５年を超えて在留することについて相当の理由がある場合には６年とする。

●特定技能の在留資格に伴う在留期間（従来１年まで）を３年以内で法務大臣が定める期間とする
※育成就労の在留資格に伴う在留期間は２年以内で法務大臣が定める期間とする。 44

【改正のポイント⑤】
パブリックコメントにて示された概要
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手付かずに終わりそうな「特定技能制度」の抜本改革

●育成・キャリア形成プログラムの策定、特定技能外国人に対する支援にキャリア形成の支援義務が加わった

ものの、制度目的には「人材育成」が明示されていない（入管法には、「キャリアアップ」、「人材育成」等を書き

込めない？！）。

●「建前（即戦力）と実態の乖離」がある。現在の特定技能試験のレベルは「即戦力」とは到底言い難い。

●各分野の特定技能１号評価試験と技能実習２号修了時の試験の水準が適合しているかどうかを検証すべき。

●全ての特定技能の分野において実技試験を行うべきであり、その試験様式は、原則として「作業を伴う試験

（製作等作業試験）」にすべき。

●「育成就労」から「特定技能１号」への移行は同一職種を原則とすべき。

●異業種への移行は、「即戦力」人材であることを実際に担保する実効性ある特定技能１号試験合格が前提。

●「即戦力」人材が担保できない「海外での特定技能試験」は、廃止の方向で再考すべき。

ーーー例えば、３年間の猶予を置いて廃止、以後は「『育成就労（３年）』 『特定技能１号（５年）』」を基本としてはどうか。

●誰も保護機能を担っていない。

●転職後、所在不明になる者（解雇、失業状況）への対応、及び実情の把握。（移行準備のための「特定活動」も含む）

●義務的支援を行っていない等、問題ある登録支援機関や受入れ機関への対応、及び実情の把握。

●実態調査の頻度・結果・処分状況の公表・周知等。

➡
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①人材育成・キャリアアップに関し、業所管省庁・業界団体・受入れ企業に丸投げではないか？

②「就労期間に応じた昇給」（2024年２月９日「閣僚会議決定」P6）とあるが、これは「年功賃金」が前提か？

 ーーー 「真の能力実績主義」に基づき、働く人が納得できるキャリアアップを実現すべき。

ーーー 「同一労働同一賃金」を徹底すべき。

③「特定技能制度」の目的に「人材育成」が追加されず、政府が法律に基づく制度化なしで、キャリアアップの
実効性を担保させることは困難ではないか？

④要件を満たした「転籍可能者」は、「３年間の育成期間」修了を待たずに特定技能へ早期移行可能へ。（再掲）

 ーーー これまでは、少なくとも技能実習３年間は技能実習に専念の上、「技能検定試験３級」または「技能

実習評価試験専門級」合格後に、特定技能へ移行が原則であった。

今後は、育成就労期間修了前に、３年未満で、技能担保力があるとは言い難い現状の特定技能

１号評価試験合格をもって特定技能へ移行可能に。

「質の高い労働」、「能力・実績による評価・報酬」の国こそが 「選ばれる国」

➡ このままで、「日本が魅力ある働き先として選ばれる国」になることができるか？

「両制度を外国人がキャリアアップしつつ、国内で就労し、活躍できる、分かり易いものとする」
（「骨太の方針2023」、 2024年２月９日 「閣僚会議決定」）

「業所管省庁は、育成就労制度及び特定技能制度の育成・キャリア形成プログラムを策定する」

「特定技能外国人に対する支援にキャリア形成の支援を加える」（2024年２月９日 「閣僚会議決定」）
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「労働施策総合推進法」 （安倍働き方改革の理念法）
２０１８年７月公布・下記第三条は即施行

（基本的理念）

第三条
（略）

２ 労働者は、職務の内容及び職務に必要な能力、経験その他の職務

遂行上必要な事項（以下この項において「能力等」という。）の内容が

明らかにされ、並びにこれらに即した評価方法により能力等を公正に

評価され、当該評価に基づく処遇を受けることその他の適切な処遇を

確保するための措置が効果的に実施されることにより、その職業の安

定が図られるように配慮されるものとする。

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」 48



同⼀労働・同⼀賃⾦制は、現在のガイドラインでは、正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者
の間の⽐較で、⾮正規雇⽤労働者の待遇改善を⾏うものとなっているが、職務限定社員、
勤務地限定社員、時間限定社員にも考え⽅を広げていくことで再検討を⾏う。なお、同⼀

労働・同⼀賃⾦制は、外国⼈を含めて適⽤されることに改めて留意する。

「骨太の方針 2024」では外国人材への「同一労働同一賃金」に正式初言及
「経済財政運営と改革の基本方針 2024」 （２０２４年６月２１日 閣議決定）

（略）

育成就労制度については、必要な体制整備、受入れ見込数・対象分

野の設定、監理支援機関等の要件厳格化に関する方針の具体化等を

行う。特定技能制度については、受入れ企業と地方公共団体との連携

の強化を含め、適正化を図る。最低賃金及び同一労働同一賃金の遵

守の徹底等を通じて、適正な労働環境を確保する。

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現 

～賃上げの定着と戦略的な投資による所得と生産性の向上～

（略）

（２）海外活力の取り込み
（略）

（外国人材の受入れ）

（略）

４．スタートアップのネットワーク形成や海外との連結性向上による社会課題への対応

（参考） 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023年改訂版」（ ２０２３年６月１６日閣議決定）

同一労働・同一賃金制は、現在のガイドラインでは、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の比較で、

非正規雇用労働者の待遇改善を行うものとなっているが、職務限定社員、勤務地限定社員、時間限定社員
にも考え方を広げていくことで再検討を行う。なお、同一労働・同一賃金制は、外国人を含めて適用されるこ
とに改めて留意する。

内閣府 「経済財政運営と改革の基本方針 2024 」 49



その他の積み残された重要課題

●両制度の法律は一本化し、外国人材育成、キャリア形成に関するひと繋がりの制度として、厚生労働省・法務省
共管の新法とする。

●両制度とも、魅力ある働き先国として、真の能力実績主義に基づくキャリアアップを徹底する仕組みとすべき。
➡「同一労働・同一賃金」の徹底（年齢、性別、国籍、障害の有無、正規・非正規別、等による差別の解消）

●本来、両制度の対象業種は、原則全ての業種とすべき。中小企業に止まらず、零細企業、スタートアップ、
個人事業主・小規模企業等における深刻な労働力不足の解決にも資するよう、業種別団体等がない業務・職種
の経済主体も利用可能な制度となるよう、社会経済的安定の維持、確保を前提に、特例的な外国人材活用
に関する取り扱いを制度化すべき。
➡「真の開国へ」（優秀なグローバル人材に向け、広く開国）

●当面は、両制度における対象業種は、大括り化を推進すべき。

●両制度をカバーする許可制かつ非営利の「管理支援機関（仮称）」を導入し、特定技能制度においても、監査
及び雇用関係成立のあっせんだけでなく、迎え入れる外国人材の立場に立って、 保護・支援・育成を行う機能
も義務化すべき。

●長期安定就労者等の外国人材かつ、地域共生社会作りの中核人材候補は優遇し、人材の育成に資する
インセンティブ（優遇策）を示すべき。

●有為な外国人材を含め、多文化共生に向けた「基本法」を早期に制定すべき。

➡外国人材等とともに、どのような国を目指すのか、大きな哲学、ビジョンを含めた議員立法により示すべき。

【インセンティブの例】

同一企業かつ同一職種での就労（長期安定就労）で

【家族帯同】→５年超(新制度３年+特定技能１号２年超)/技能検定２級相当+日本語N２

【永住許可】→計８年間/技能検定１級相当+N２+居住する地方自治体からの推薦
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